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五
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〇
宮
内
庁
告
示
第
九
号

天
皇
皇
后
両
陛
下
は
、
京
都
御
所
茶
会
に
御
臨
席
、
併

せ
て
地
方
事
情
を
御
視
察
の
た
め
、
十
一
月
十
六
日
か
ら

同
月
二
十
日
ま
で
大
阪
府
及
び
京
都
府
へ
行
幸
啓
に
な

る
。平

成
二
十
一
年
十
月
二
十
六
日

宮
内
庁
長
官

羽
毛
田
信
吾

〇
財
務
省
令
第
六
十
七
号

財
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第

二
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
財
務
省
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
一
年
十
月
二
十
六
日

財
務
大
臣

藤
井

裕
久

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

財
務
省
組
織
規
則
（
平
成
十
三
年
財
務
省
令
第
一
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
九
旭
川
中
の
項
中「（
石
狩
国
）」を
削
り
、
同
表

旭
川
東
の
項
中
「
上
川
郡
（
石
狩
国
）（
旭
川
中
税
務
署
管

内
の
地
域
を
除
く
。）」
を
「
上
川
郡
（
旭
川
中
税
務
署
、

帯
広
税
務
署
及
び
名
寄
税
務
署
管
内
の
地
域
を
除
く
。）」

に
改
め
、
同
表
帯
広
の
項
中
「
上
川
郡（
十
勝
国
）」を「
上

川
郡
の
う
ち
新
得
町
、
清
水
町
」
に
、「
中
川
郡（
十
勝
国
）

の
う
ち
幕
別
町
」
を
「
中
川
郡
の
う
ち
幕
別
町
」に
改
め
、

同
表
名
寄
の
項
中
「
上
川
郡
（
天
塩
国
）」を
「
上
川
郡
の

う
ち
和
寒
町
、
剣
淵
町
、
下
川
町
」
に
、「
中
川
郡
（
天
塩

国
）」を
「
中
川
郡
の
う
ち
美
深
町
、
音
威
子
府
村
、
中
川

町
」
に
改
め
、
同
表
根
室
の
項
中
「
得
撫
郡

新
知
郡

占
守
郡
」
を
削
り
、
同
表
十
勝
池
田
の
項
中「（
十
勝
国
）」

を
削
り
、「
帯
広
税
務
署
」
の
下
に
「
及
び
名
寄
税
務
署
」

を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〇
消
費
者
庁
告
示
第
五
号

健
康
増
進
法
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
十

六
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
大
阪
市
立
環
境
科
学

研
究
所
に
つ
い
て
の
同
法
第
二
十
六
条
第
三
項
に
規
定
す

る
登
録
試
験
機
関
の
登
録
は
、
平
成
二
十
一
年
三
月
二
十

九
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
っ
た
の
で
、
同
法
第
二
十
六

条
の
十
八
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
公
示
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
月
二
十
六
日

消
費
者
庁
長
官

内
田

俊
一

〔
省

令
〕

〇
財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
財
務
六
七
）

J

〔
告

示
〕

〇
天
皇
皇
后
両
陛
下
は
大
阪
府
及
び
京
都
府

へ
行
幸
啓
に
な
る
件
（
宮
内
庁
九
）

J

〇
登
録
試
験
機
関
が
そ
の
登
録
の
効
力
を

失
っ
た
こ
と
を
公
示
す
る
件

（
消
費
者
庁
五
、
六
）

〇
登
録
試
験
機
関
が
そ
の
登
録
を
行
っ
た
こ

と
を
公
示
す
る
件
（
同
七
、
八
）

K

〇
原
戸
籍
の
一
部
が
滅
失
し
た
件

（
法
務
四
九
八
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
四
九
九
）

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
四
条
第
六
項
第
二
号
に
規
定
す
る
中
途

換
金
に
係
る
個
人
向
け
国
債
の
買
入
消
却

に
関
す
る
件
（
財
務
三
四
八
）

L

〇
種
苗
法
第
四
十
九
条
第
一
項
第
四
号
の
規

定
に
基
づ
き
品
種
登
録
を
取
り
消
し
た
件

（
農
林
水
産
一
四
九
四
、
一
四
九
五
）

〇
種
苗
法
第
四
十
九
条
第
一
項
第
五
号
の
規

定
に
基
づ
き
品
種
登
録
を
取
り
消
し
た
件

（
同
一
四
九
六
〜
一
五
〇
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
一
五
〇
一
〜
一
五
〇
八
）

N

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
五
〇
九
）

O

〇
水
先
人
の
免
許
を
与
え
た
件

（
国
土
交
通
一
一
一
四
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
同
一
一
一
五
）

〇
信
号
符
字
を
点
附
し
た
件（
同
一
一
一
六
）

P

〇
信
号
符
字
を
取
り
消
し
た
件

（
同
一
一
一
七
）

〇
船
舶
国
籍
証
書
は
無
効
と
な
っ
た
件

（
同
一
一
一
八
）

〇
船
舶
国
籍
証
書
を
無
効
と
し
た
件

（
同
一
一
一
九
）

〔
人
事
異
動
〕

国
土
交
通
省

最
高
裁
判
所

P

〔
皇
室
事
項
〕

Q

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

R

労

働

中
央
労
働
委
員
会
の
地
方
調
整
委
員
の
候
補

者
の
推
薦
に
つ
い
て
（
厚
生
労
働
省
）

R

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
大
阪
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
六
、
兵
庫
同

三
）

国
家
試
験

海
上
物
流
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
港
湾
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行
に

伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
附

則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
水
先
人
試

験
の
施
行
（
国
土
交
通
省
）

R

公
聴
会

一
般
ガ
ス
供
給
約
款
の
変
更
の
認
可
に
係
る

公
聴
会
の
開
催
（
中
部
経
済
産
業
局
）

J
I

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁司

法
書
士
懲
戒
処
分
、
信
託
会
社
等
営
業

保
証
金
取
戻
し
、
宅
地
建
物
取
引
業
法
第

六
十
七
条
に
基
づ
く
公
告
、
無
縁
墳
墓
等

改
葬
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

K
R

˜
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